
（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00137

事務事業評価調書
事務事業名 固定資産税課税事業

担当部名 税務部 室課名 資産税課 室課長名 葉山　進

１　事務事業の概要

事業開始年度 不明 改正
内容

市税条例改正：償却資産に対して課する固定資産税の課税標準の特例措置を追加
直 近 の 改 正 平成２６年度

根拠法令等 地方税法、市税条例

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 固定資産（土地、家屋、償却資産）

　目標
（どういう状態にしたいのか）

課税対象を捕捉し、適正・公平な課税を行う。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

安定した市税収入の確保

事業概要 固定資産税・都市計画税の課税事務

H27事業別

予算コード

会計 1 款 2 項 2 目 2 大事業 1 中事業 2 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度

(2014年度)

平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 64,248 61,913 63,074 59,174 103,664

　  人件費
職員数 人 29.50 29.50 29.50 29.50 32.50

総額 （B) 千円 244,850 234,437 246,384 246,384 265,525

総事業費（Ａ＋Ｂ） 309,098 296,350 309,458 305,558 369,189

特定財源（Ｃ） 250 354 250 263 250

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

250

市負担（Ｄ） 308,848 295,996 309,208 305,295 368,939

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 308,848 295,996 309,208

263その他 250 354 250

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

305,295 368,939

財源計（Ｃ＋Ｄ） 309,098 296,350 309,458 305,558 369,189

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

社団法人大阪府不動産鑑定士協会

共同印刷西日本株式会社

朝日航洋株式会社西日本空情支社

主な委託内容 ①鑑定②納通封入発送③土地家屋異動更新

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00137

指　標　項　目 項目
平成26年度

(2014年度)

平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

課税客体の把握及び適正な評価、納税義務者の管理と適正な賦課に努める。

目標

固定資産税の適正・公平な課税を行う。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

納税義務者に対し、税負担の公平性を確保し、適正な課税を行う。

達成
状況

平成２７年度納税義務者数（実績値）１０７，３４６
人。

    終期の設定

評価の説明

地方税法及び市税条例に規定され、市民税とともに基幹税目として都市計画税も含めると市税収入の４割を
超える賦課事業である。引続き、適正な課税に努めるとともに、より一層の事務の効率化、異動処理漏れ及
び異動処理誤りの防止を図るため、市と登記所間の通知を紙媒体から電子媒体に変更を行うことを検討す
る。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 資産税課

事務事業番号 00137 事業名 固定資産税課税事業 事業区分 内部管理

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

②サービスの水準は適正ですか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

③適正な受益者負担を求めていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

※答えをプルダウンメニューで選択してください。

20

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 95

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 資産税課 事務事業番号 00137

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析

固定資産税課税事業は、地方税法及び市税条例を根拠として実施される全市町村共通の賦課業務である。
また、市町村税のうち、基幹税目として市税収入の重要な位置を占める財源確保のための事業で、GISや航
空写真を活用した課税客体の捕捉や家屋の評価について各種比準評価を活用し、評価の効率化を図るな
ど適正・公平な課税に努めている。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00138

事務事業評価調書
事務事業名 評価証明等発行事業

担当部名 税務部 室課名 資産税課 室課長名 葉山　進

１　事務事業の概要

事業開始年度 不明 改正
内容

税務証明事務における本人確認についての内規
直 近 の 改 正 平成２７年度

根拠法令等 地方税法、租税特別措置法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 8 基本計画推進のために 節 4 細節 0

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 固定資産課税台帳記載事項

　目標
（どういう状態にしたいのか）

証明書の発行

　結果
（どのような効果が得られるのか）

様々な目的から証明等を請求される納税者のニーズに応える。

事業概要 固定資産課税台帳に記載された事項について、証明書を発行する。

H27事業別

予算コード

会計 1 款 2 項 2 目 2 大事業 2 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度

(2014年度)

平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 245 168 181 181 206

　  人件費
職員数 人 2.40 2.40 2.40 2.40 2.40

総額 （B) 千円 19,920 19,073 20,045 20,045 19,608

総事業費（Ａ＋Ｂ） 20,165 19,241 20,226 20,226 19,814

特定財源（Ｃ） 2,079 168 2,181 6,398 1,940

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

1,940

市負担（Ｄ） 18,086 19,073 18,045 13,828 17,874

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 18,086 19,073 18,045

6,398その他 2,079 168 2,181

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

13,828 17,874

財源計（Ｃ＋Ｄ） 20,165 19,241 20,226 20,226 19,814

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00138

指　標　項　目 項目
平成26年度

(2014年度)

平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

固定資産課税台帳記載事項等に係る証明書の発行

目標

評価証明等の発行を適正かつ迅速に行う。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

証明申請に対し、証明書を正確かつ迅速に発行している。

達成
状況

平成２７年度評価証明発行等実績２２，３７３件。

    終期の設定

評価の説明

様々な目的から証明等を請求される納税者のニーズに応えるため本事務事業の継続は必要である。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 資産税課

事務事業番号 00138 事業名 評価証明等発行事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　b．市民ニーズは変わらずある。（3点） 3

（２）
有効性
（20点）

18

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

18

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｂ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準はやや高い。（3点） 3

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 90

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 資産税課 事務事業番号 00138

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
証明発行事務については、地方税法に規定された事務である。固定資産税課税台帳記載事項という守秘義
務の課された情報に対し、窓口及び郵送による様々な内容の申請を受付け、適正に証明書を発行している。
今後、基幹系システムの再構築後の「税務証明窓口の在り方」を検討する。
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